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第２回 諸外国における犯罪被害者等施策の調査・分析に関する研究会（議事の記録） 

 

１ 日時 

令和８年７月 17日（金）午前 10時 30分から午後０時 10分まで 

 

２ 方法 

オンライン会議 

 

３ 出席者 

（研究会構成員） 

座 長 川出 敏裕  東京大学大学院法学政治学研究科教授 

構成員 太田 達也  慶應義塾大学法学部教授 

齋藤 実   弁護士 

佐藤 主光  一橋大学大学院経済学研究科教授 

白井 孝一  静岡犯罪被害者支援センター理事長 

中野 妙子  名古屋大学大学院法学研究科教授 

山本 和彦  中央大学大学院法務研究科教授 

（敬称略） 

（警察庁） 

篠原 英樹  長官官房審議官（犯罪被害者等施策担当） 

吉田 知明  長官官房犯罪被害者等施策推進課長 

西村 慎太郎 長官官房参事官（犯罪被害者等施策担当） 

 

４ 概要 

(1) 事務局説明 

事務局から出席者に対して、オンライン会議での発言方法等の説明があった。 

(2) 構成員からのヒアリング 

   齋藤構成員から、北欧（スウェーデン・ノルウェー）における犯罪被害者等施策に

ついて、犯罪被害者等に対する経済的支援制度の概要、加害者に対する求償状況のほ

か、民間支援団体等の概要・役割等に関する報告があった。また、中野構成員より、

スウェーデンにおける社会保障制度の概要について、社会保障制度の全体像、障害年

金（傷病補償年金・活動補償金）、調整年金を中心とした遺族年金等に関する報告が

あったほか、スウェーデンにおける国民の所得等の把握、犯罪被害者等支援と社会保

障給付の関係等に関する報告があった。 

(3) 自由討議 

構成員の主な発言は以下のとおり。 

○ 社会保障制度による給付の在り方も踏まえて調査・分析すべきである。実地調

査では、社会保障制度を所管する行政庁にも調査に行くことが望ましい。 

○ 給付の額について比較する際は、単に総額を件数で割った平均額で比較するの

ではなく、個別の事案やモデルケースを元に比較・分析するべきである。 

○ 日本との所得水準の違い、財政規模の違いなどにも留意すべきである。 
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(4) 次回研究会の内容 

川出座長から、次回研究会の内容について、実地調査に向けた検討を行う予定であ

る旨の説明がなされ、事務局から、次回研究会については、７月 27日（月）午前に開

催する予定である旨の説明がなされた。 


